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平成２９年度 事 業 計 画 書 

 

１ 講習会事業 

 

（１） 全国講習会の開催（東京で開催） 

① 市町村税研修会 

 都道府県市町村税担当職員、指定都市税制担当職員、賛助会員の税制担当職員などを

対象に１日間開催する。 

② 地方財務会計講習会 

 都道府県・指定都市出納職員及び都道府県・指定都市監査事務局担当職員を対象に２

日間開催する。 

③ 地方行財政講習会 

 賛助会員の行財政担当職員などを対象に２日間開催する。 

④ 地方財政関係講習会 

 都道府県財政担当課職員、都道府県監査事務局担当職員及び都道府県市町村担当課

職員、政令指定都市財政担当課職員を対象に各２日間開催する。 

 

（２） ブロック別講習会の開催（全国のブロック毎に開催） 

① 都道府県税務職員研修会 

 都道府県税事務担当職員を対象に、全国を４ブロックに分けて各１日間開催する。 

② 地方公営企業財務会計講習会 

 都道府県及び市町村の地方公営企業に従事する職員を対象に、全国を９ブロックに分け

て各２日間開催する。 

 

２ 普及広報事業 

 

 地方税法の年度改正・政省令改正についての解説、総務省より発せられた通知・資料、今月

の研究課題等を収録した月報「地方税」及び地方財政各般についての新規の施策を解説する

ほか、自治体先進施策の紹介、経済の動向、地方行財政最近の動きなど最新の情報を収録し

た月報「地方財政」を毎月（年１２回）発行するとともに、地方行財政調査会が発行する「講演シ

リーズ」を年３回、正会員及び賛助会員に配布する。 

 また、「総務省（地方自治関係）・都道府県・指定都市幹部一覧」（年３回）、「地方税財政関係

職員録」（年１回）を作成し、正会員及び賛助会員に配布する。 
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３ 調査研究事業 

 

 地方行政及び地方税財政に関する造詣の深い学識者で構成する地方行政研究会及び地方

財政研究会を概ね月１回開催し、地方行政及び地方税財政に関する当面の諸問題等につい

て基本的客観的な研究を行う。また、必要に応じ、地方行政・税財政制度等に関する実態調査

を行う。 

 

４ 図書等出版事業 

 

（１） 月刊誌の刊行 

 月刊誌として次の３点を継続刊行する。 

「地方税」  (昭和３１年９月創刊) 

「地方財政」 (昭和３７年１月創刊) 

「公営企業」 (昭和４４年４月創刊) 

 

（２） 実務図書の発行 

 地方公共団体の職員の利用に資する地方行政及び地方税財政に関する法令集や実務書

等を編集・発行し、販売する。（発行予定図書は別記のとおり） 

 

（３） 共通仕様各種申告書等の共同印刷及び共同作製 

 地方公共団体の購入単価の低廉に資するため、地方税共通仕様様式（各種申告書等）の共

同印刷及び共同作製を行い、販売する。 

① 軽油引取税申告書関係様式 

② 法人事業税・住民税申告書様式及び同申告の手引書、納付書 

③ 個人住民税特別徴収税額通知書 

④ 道府県・市町村たばこ税申告書 

⑤ 道府県民税利子割納入申告書 

⑥ 道府県民税配当割納入申告書 

⑦ 道府県民税株式等譲渡所得割納入申告書 

⑧ 源泉徴収選択口座内配当等に係る道府県民税配当割納入申告書 

⑨ 軽自動車税申告書 

⑩ 事業所税申告書 

⑪ 償却資産申告書様式及び同申告の手引書 

⑫ 退職所得に対する住民税の特別徴収の手引 

⑬ 原動機付自転車標識及び小型特殊自動車標識 
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５ 会議室等施設貸付事業 

 

 会員である地方公共団体及び公益法人等に対し会合等の場所として地方財務協会ホール

（「地財ホール」ホテルルポール麹町内）及び会議室（「特別会議室」地共済センタービル内）等

の貸付を行う。 

 

６ その他 

 

 正会員及び本会職員等への福利厚生事業として世帯用住宅（東京都豊島区「地財ハイム」 

１２戸）を正会員及び本会職員等に貸付ける。 
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別 記 

平成２９年度 図書発行計画 

 

[単 行 本] 

図     書     名 印刷部数 予定価格(税込) 発 行 月 付 記 

  部 円 平成  年  月  

 １ 改正 地方税制詳解（２９） １,４５０ ４,４００ ２９  ８  
      

 ２ 地方税関係資料ハンドブック（２９） １,４５０ ２,１００ ９  
      

 ３ 市町村諸税逐条解説 ２,０００ ６,０００ ９  
      

 ４ 固定資産（家屋）評価基準 

（平成３０基準年度)  
５,７００ ６,２００ ９ 改訂版 

      

 ５ 

 

単位当たり標準評点数の積算基礎 

（平成３０基準年度)  
５,３００ １,３００ ９ 改訂版 

      

 ６ 評価ハンドブック（平成３０基準年度) ６,５００ ２,７００ ３０  ３ 改訂版 
      

 ７ 地方税法法律篇（２９） １２,０００ ４,５００ ２９  ７  
      

 ８ 地方税法令規通知篇（２９） １１,５００ ５,１００ ９  
      

 ９ 地方税関係通知実例集（２９） ７００ ３,８００ ７  
      

１０ 市（町･村）税条例（例）（２９） １,１００ ２,２００ ６  
      

１１ 都道府県税研修用テキスト（２９） １,０００ １,２００ ４  
      

１２ 市町村税研修用テキスト（２９） ２,７００ １,２００ ４  
      

１３ 改正 地方財政詳解（２９） ５００ ５,９００ １１  
      

１４ 地方財政要覧（２９） ５５０ ５,１００ ３０  ２  
      

１５ 類似団体別市町村財政指数表 

（CD-ROM付）（平成２７年度実績） 
１,２５０ ６,４００ ２９ １０ 

 

      

１６ 地方財政制度資料（第５５巻） ５３ ２５,５００ ３０  ３  
      

１７ 地方交付税制度解説 

（単位費用篇）（２９） 
２,６００ ４,２００ ２９  ６ 

 

      

１８ 地方交付税制度解説 

（補正係数・基準財政収入額篇）（２９） 
１,８５０ ７,１００ １１  
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別 記 

平成２８年度 図書発行計画 

[単 行 本] 

図     書     名 印刷部数 予定価格(税込) 発 行 月 付 記 

  部 円 平成  年  月  

１９ 地方交付税のあらまし（２９） ３,９００ １,２００ ２９  ４  
      

２０ 地方債の手引（２９）  ３,５００ ４,０００ ６  
      

２１ 地方債のあらまし（２９） １,９００ １,８００ ５  
      

２２ 地方公共団体財政健全化制度の 

あらまし（２９） 
１,０００ １,６００ ４  

      

２３ 地方公営企業関係法令集（３０） ２,４００ ４,８００ ８  
      

２４ 公営企業の経理の手引（２９） ３,８００ ４,０００ ８  
      

２５ 地方公営企業の概要（２９） １,３００ ２,６００ ８  
      

２６ 公営企業における消費税及び 

地方消費税実務者ハンドブック（２９） 
１,６００ １,９００ ８ 

 

      

２７ 改訂 公営企業の実務講座（２９） ２,０００ ３,１００ ８  
      

２８ 改訂 地方公営企業法逐条解説 ２,０００ ５,５００ ９  
      

２９ 地方公務員給与の実態 

（平成２８年度実績） 
１,１２０ ６,５００ ６ 

 

      

３０ 自動車取得税の課税標準額 

 及び税額一覧表（その１）（国産車） 
２２１ １０,６５０ ６  

      

３１  同   上       （国産車追録） ２２１ ４３,９２３ 毎月(年１１回)  
      

３２ 自動車取得税の課税標準額 

 及び税額一覧表（その１）（輸入車） 
２０５ ４,６５０ ２９  ６  

      

３３  同   上       （輸入車追録） ２０５ ２４,５５２ 毎月(年１１回)  
      

３４ 自動車取得税の課税標準額 

 及び税額一覧表（その２）（国産車） 
１８０ ６０,０００ ２９ １２  

      

３５  トラックの表示価格一覧表 １９１ ３,０００ １２  
      

３６ 自動車取得税の課税標準額 

及び税額一覧表（その１）（磁気情報） 
１８６ １６,９４３ 毎 月  
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別 記別 記 

平成２８年度 図書発行計画 

[月刊誌] 

図     書     名 印刷部数 予定価格(税込) 発 行 月 付記 

１ 

 

２ 

 

３ 

地 方 税 

 

地 方 財 政  

 

公 営 企 業  

毎月２,８００部 

３３,６００部 

毎月２,２５０部 

２７,０００部 

毎月５,５９０部 

６７,０８０部 

１,３３８円 

 

１,４４０円 

 

９０６円 

毎 月 

 

毎 月 

 

毎 月 

送料込 

 

送料込 

 

送料別 

 

 

 


